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【①近畿の有効求人倍率（季節調整値）等の推移（H20.1月～）】

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

（人） （倍）

（H21.8月）

（H26.3月）

（H27.9、10月）

リーマンショック！

近畿の有効求人倍率は、リーマンショック後、H21.8月を底に

上昇傾向にあり、H26.3月には１倍台に回復。有効求職者は

減少傾向が続いている。

0

H19.11月（1.01倍）以来

６年４か月ぶりの１倍台

バブル崩壊直後の

H3.8月（1.15倍）

以来の水準

  
 （平成２７年１０月） 
  

 ■有効求人倍率（季節調整値）       １．１５倍 （対前月差同水準） 
    平成２６年３月より２０か月連続の１倍台。 

      ３か月連続 近畿２府４県全てが１倍台 
  （滋賀１．０９倍  京都１．２４倍  大阪１．２３倍  兵庫１．０３倍  奈良１．００倍  和歌山１．０８倍）    
  

 ■新規求人倍率（季節調整値）        １．７４倍 （対前月差０．０６Ｐ低下・５か月ぶり低下） 
  

 ■有効求人数（季節調整値）           ３９２，０３０人（対前月比０．９％増加） 
 

 ■有効求職者数（季節調整値）       ３３９，５４９人（対前月比０．４％増加） 
   ※リーマンショック前（平成２０年８月３４５，５７３人）の水準を下回っている。 
 

 ■新規求人数（季節調整値）          １４３，６１８人（対前月比３．１％増加） 
  

 ■新規求職申込件数（季節調整値）   ８２，３８５件（前月比６．３％増加） 
  

 ■完全失業率（９月・原数値）      ４．５％ 
     前年同月差で０．４ポイント上昇（悪化）。 ２か月連続の上昇（悪化）となる。 
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近畿の雇用情勢等について H27.11.27  
大阪労働局職業安定部 
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単位：（％）

完全失業率（全国）

完全失業率（近畿 原数値）

近畿の完全失業率は、全国を上回る水準で推移している。

平成２７年９月の全国（季節調整値）の完全失業率は３．４％で、

前月と同水準。

近畿（原数値）は前年同月より０．４ポイント上昇（悪化）し、

４．5％となった。

近畿

全国

2 

【②完全失業率の推移（全国・近畿 月別）】 
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【③近畿の新規求人数（原数値）の推移】

新規求人数（原数値） 前年同月比

（千人） 消費税率引き上げ

駆け込み需要等の反動減
（％）

インバウンド需要の下支え

   近畿全体の新規求人数（原数値）は、リーマンショック後の回復基調のもと、平成２５年度に入ると 
   グランフロント大阪（平成２５年４月開業）やあべのハルカス（平成２６年３月全面開業）に代表される 
   大型商業施設の開業や消費税率引上げ前の駆け込み需要の影響により大幅な増加が続いていた。 
 
   しかし、平成２５年１２月をピークに増加幅が縮小傾向になり、平成２６年１０月には減少に転じること 
   となった（反動減）。 
 
   その後は「訪日外国人客の消費（インバウンド需要）」の下支えを受け、増減はあるものの再び 
   増加傾向になり堅調に推移している。   

※データ配信日の都合上、以下はH２７．９月までの内容となります。 
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【⑥建設業・新規求人数 前年同月比（近畿）】
（％）

建設業の新規求人数は、新設住宅着工戸数等の建設投資の

落ち込みの影響を受け、減少が続いている。

最近では新設住宅着工戸数が、5～7月まで３か月連続で

前年を上回り、少しずつではあるが回復の兆しがみられる。

消費税率引き上げ
建設業・新規求人数（原数値）

前年同月比

新設住宅着工戸数
前年同月比 新設住宅着工戸数・・・資料出所：「住宅着工統計」（国土交通省）

14か月ぶりのプラス○「住宅投資・・・緩やかな持ち直しの動き」
（近畿経済産業局「近畿経済の動向」【H27.10.19発表】）

○「住宅投資は下げ止まっている」
（日本銀行大阪支店 「近畿地域金融経済概況」【H27.10.19発表】）
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【④主要産業の新規求人状況（平成２６年度計）】
サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

104,893 5,286 15,411 850 7,974 13,185 1,337 9,153 4,598 1,139 19,021 14,626
0.2 ▲13.2 ▲2.6 5.9 0.8 7.3 ▲7.9 6.0 0.4 0.2 ▲0.1 ▲3.4

225,446 15,139 24,619 7,469 14,444 37,232 6,877 21,335 10,048 4,870 44,984 24,940
4.0 4.8 10.8 ▲8.5 5.6 3.4 ▲6.9 ▲1.3 2.7 13.9 5.8 9.6

786,305 52,450 65,688 37,868 52,434 118,105 32,121 61,494 24,336 10,154 172,751 121,083
0.3 ▲6.3 5.0 ▲11.4 0.2 5.6 ▲2.4 ▲9.3 0.8 6.3 12.6 ▲9.2

350,091 25,106 41,391 3,435 17,051 52,294 9,134 28,930 13,025 4,452 94,732 43,372
5.7 ▲0.6 9.6 ▲9.0 ▲0.9 0.7 ▲0.6 13.7 0.9 2.3 10.0 8.4

82,362 5,216 9,773 521 4,421 10,140 1,286 6,516 4,248 2,086 24,323 7,220
▲1.7 ▲13.7 ▲3.2 ▲15.8 1.5 ▲6.0 ▲13.2 ▲3.8 2.2 1.7 1.9 ▲5.5

67,851 4,831 7,137 1,012 3,250 9,790 839 6,148 2,446 3,621 16,346 6,263
▲1.3 ▲0.1 2.5 ▲10.2 ▲13.5 ▲4.0 ▲16.6 0.7 1.3 30.5 1.2 ▲13.2

1,616,948 108,028 164,019 51,155 99,574 240,746 51,594 133,576 58,701 26,322 372,157 217,504
1.8 ▲4.1 5.5 ▲10.6 0.3 3.3 ▲3.4 ▲2.0 1.2 9.0 9.1 ▲3.8

寄与度 － 6.7 10.1 3.2 6.2 14.9 3.2 8.3 3.6 1.6 23.0 13.5

（注）１．新産業分類区分（平成２５年１０月改定）による。２．下段は対前年同月比(％)。すべて原数値。３．新規学卒者を除き、パートタイムを含む。

運 輸 業 ,
郵 便 業

卸 売 業 ,
小 売 業

学術研究,専門･
技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食
サ ー ビ ス 業

生活関連サービ
ス 業 , 娯 楽 業

教育,学習支
援 業

医 療 , 福 祉

滋 賀 県

産 業 計 建 設 業 製 造 業 情 報 通 信 業

京 都 府

大 阪 府
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和 歌 山 県

近 畿 計
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【⑤都道府県別 産業別民営事業所構成比】

サービス業(他に分類されないもの)

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

情報通信業

製造業

建設業

建設業

教育,学習支援業

医療,福祉

サービス業（他に分

類されないもの）

生活関連サービス

業,娯楽業

宿泊業,飲食サービス業

学術研究,専門・

技術サービス業

卸売業,小売業

運輸業,郵便業

情報通信業

「卸売業,小売業」＋

「宿泊業,飲食サービス業」 34.9％ 39.2％ 39.5％ 40.7％ 37.7％ 40.3％ 38.9％ 38.8％ 38.5％

製造業

資料出所：「平成２４年経済センサス」（総務省統計局）

近畿の新規求人数の動向につ
いては、求人数のシェアが大き
い、また産業別の事業所構成比
が高い「製造業」「卸売業,小売
業」「宿泊業,飲食サービス業」
「医療,福祉」の動きに注目が 
必要である。 
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【⑦製造業・新規求人数 前年同月比（近畿）】（％）

生産（鉱工業生産）は増加傾向が続くものの、伸びがやや

鈍化する中、製造業の新規求人数は増減を繰り返しつつ推移

している。

製造業・新規求人数（原数値）

前年同月比

鉱工業生産指数
（季節調整値）

消費税率引き上げ

鉱工業生産指数・・・資料出所：「鉱工業生産動向」（近畿経済産業局）
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製造業の新規求人数は、京都が
けん引しつつも、生産（鉱工業生
産）の伸びがやや鈍化しており、
近畿全体としては増減を繰り返し
ながら推移している。 
 
近畿は中国への輸出の依存度が
高いことから、今後、中国経済の
動向が影響を及ぼす可能性があ
るため注視が必要である。 

※京都の製造業の新規求人数は、好調な半導体や機械製造を背景に、平成２７年８月まで２６か月連続の増加。 
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【⑧設備投資額（含む土地投資額） 前年度比（近畿）】（％）

全産業

前年同月比
製造業

前年同月比

設備投資は、持ち直している

（増加している）。

資料出所：「全国企業短期経済観測調査－近畿地区－」（日本銀行大阪支店）

18.3%

23.8%

全国 近畿圏

【⑨輸出額における中華人民共和国への依存度（占有率）】）

近畿は、全国と比べて中国への

輸出の依存度が高い。

資料出所：「貿易統計」（財務省関税局・大阪税関）
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【⑩卸売業,小売業・新規求人数 前年同月比（近畿）】（％）

消費税率引き上げ

インバウンド需要の下支えを受け、大型小売店（百貨店＋スーパー）

の販売額及び卸売業,小売業の新規求人数は堅調に推移している。

卸売業,小売業・新規求人数（原数値）

前年同月比

大型小売店販売額
（百貨店＋スーパー）

【全店ベース】
前年同月比

大型小売店販売額・・・資料出所：「百貨店・スーパー販売状況」（近畿経済産業局）

近畿の中に福井県が含まれる
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資料出所：「訪日外国人客による消費が近畿の個人消費にもたらす効果に
ついて」（日本銀行大阪支店） 

⑪⑫資料出所：「関西地域の百貨店免売上
の動向について」（日本銀行大阪支店） 

【⑫外国人入国者数（前年比）】 

【⑬百貨店免税売上高（前年比）】 

関西国際空港が、格安航空会社（ＬＣＣ）の乗り入れ空港として
高い機能度を発揮しており、近畿を訪れる訪日外国人客の特徴
をみると、大阪を中心に「買い物」を好む中国等のアジア方面か
らの観光客が目立っている。 
円安や訪日ビザの発給要件の緩和・免税措置の拡大、消費税
免税制度の改正を背景に、関西の百貨店免税売上高の前年比
伸び率は全国を上回って推移している。 
今後の中国経済の動向には注視が必要である。 

（％）

東京 大阪 京都 兵庫 奈良 和歌山 滋賀

（1位） （2位） （3位） （12位） （13位） （20位） （31位）

中国

[38.6]

台湾

[33.9]

タイ

[28.9]

香港

[25.9]

韓国

[19.5]

豪州

[18.3]

英国

[16.8]

カナダ

[15.4]

フランス

[15.1]

米国

[14.1]

訪問率（観光・レジャー目的）
国・地域
[支出割合]

68.0 61.9 44.2 8.0 7.4 1.9 0.6

0.7

63.1 33.1 23.1 4.3 7.3 1.0 0.3

35.0 24.2 21.0 8.9 6.2 1.4

84.0

0.3

17.9 26.9 13.0 7.0 4.6 0.4 0.1

38.4 25.3 15.0 5.4 3.8 5.1

0.3

4.8 0.0

79.0 28.7 46.0 3.3 5.6 2.8

86.7 23.5 42.2 1.9 5.7

47.9 3.4 8.3

0.9

3.3

【⑪訪日外国人客の買い物への支出割合と訪問率（平成２５年）】
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【⑭宿泊業,飲食サービス業における新規求人数 前年同月比の推移（近畿）】（％）

消費税率引き上げ

宿泊業,飲食サービス業・新規求人数（原数値）

前年同月比

宿泊業,飲食サービス業の新規

求人数は、大型商業施設の開

業や消費税率引上げに伴う駆

け込み需要の反動により、減

少が続いたものの、インバウ

ンド需要の下支えを受け、最

近は大幅な増加がみられる。
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【⑮宿泊施設の客室稼働率】 資料出所：「宿泊旅行統計調査」（観光庁）
（％）

大阪

東京

京都

滋賀

兵庫

奈良

和歌山

宿泊施設の客室稼働率は、大阪（8月・90.4％）が6か月連続全国１位

（8月・全国平均70.2％）。京都は、東京に次ぐ全国３位となっている。
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【⑯正社員の有効求人倍率（近畿）】

近畿における正社員の有効求人倍率（原数値）は、平成22年6月

より64か月連続で増加（前年同月比）しているものの、全国を

下回る水準で推移している。

近畿

全国

※原数値

単位：倍

【⑰主な職種別有効求人倍率等の状況（大阪）】　　　　　　　（平成２７年９月）

　（注）１． パートタイムを含む常用。　２．「介護関連」は専門技術およびサービスのうち、介護関連の職業を合計したものである。

事務 販売 サービス 生産工程 職業計 建設・採掘 介護関連
看護師

准看護師
保育士

0.39 1.41 2.73 1.32 1.11 3.52 3.13 2.78 2.69

17,612 21,719 44,338 11,666 169,306 5,495 22,036 7,077 3,114

45,647 15,454 16,230 8,819 152,030 1,562 7,031 2,542 1,158

有効求人倍率

月間有効求人数

月間有効求職者数
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（倍） 保育士の有効求人倍率は、

毎年１～２月がピーク

（Ｈ２７．１月 ２．６９倍）

(H27.1)

人手不足職種
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○調査目的 
  大阪労働局では、大阪府内の景気や事業活動による雇用への影響等を的確に把握するため、 
  平成２５年度から四半期毎にハローワークによる管内企業へのヒアリング調査を実施しています。 
  今回、平成２７年度第２回目の調査を実施しました。 
 
○調査時期    平成２７年９月１日（火）から平成２７年９月３０日（水）まで 
 
○回答企業  ３２１社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年度 第２回ハローワーク雇用等短期観測調査の結果 
 

平成２７年１０月２２日  大阪労働局職業安定部 

※本文中の「ＤＩ」とはＤｉｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘの略 
  
 景気の現状、景気の先行き、正社員、非正規社員の過不足感に対する５段階の判断に、それぞれ以下の点数を与え、
これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて大阪労働局独自でＤＩを算出している。 
 
        ・良い、不足している     ・・・・・・＋１．０ 
        ・やや良い、やや不足している ・・・・・・＋０．５ 
        ・変わらない、適正      ・・・・・・０ 
        ・やや悪い、やや過剰である  ・・・・・・－０．５ 
        ・悪い、過剰である      ・・・・・・－１．０ 

  ９月の景況感は６月調査より改善。３か月後も更に改善の見通し。 
 
  正社員が「不足」「やや不足」していると回答した企業は、  
  調査開始以来初めて半数を超え、その割合は53.5％と過去最高 
  となり、人手不足感が強まっている。 
   
  来年３月の大学等卒業予定者を「採用予定あり」と回答した企業 
  のうち、約１／３（33.5％）の企業は「応募人数が昨年より減少」  
  と回答。約半数（50.6％）の企業は「就職・採用活動開始時期の 
  変更の影響がある」と回答。 

※ 構成比（％）については、小数点の調整により合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

（　　　）は構成比

製造業 非製造業

１６１社 １６０社
（５０．２％） （４９．８％）

１２４社 ５９社 ６５社
（３８．６％） （１８．４％） （２０．２％）

１１８社 ７１社 ４７社
（３６．８％） （２２．１％） （１４．６％）

７９社 ３１社 ４８社
（２４．６％） （９．７％） （１５．０％）

産業計

規模計

５００人以上

１００人以上
４９９人以下

９９人以下

３２１社

産業別

規模別
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【景況感ＤＩの推移（業種別）】

製造業 非製造業

5.35Ｐ

上昇

3.00Ｐ

上昇

3.10Ｐ

低下

6.25Ｐ

上昇

0.35

-2.65

1.60

-2.60

1.60

3.15

-3.00

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

第２回

(H26.9月)

第３回

(H26.12月)

第４回

(H27.3月)

第１回

(H27.6月)

第２回現在

(H27.9月)

第２回見通し

(３ヶ月後)

平成２６年度 平成２７年度

【景況感ＤＩの推移（全企業）】

4.20Ｐ

上昇

1.55P

上昇

１ 景況感について 
※景況感ＤＩ：「良い」または「やや良い」と回答した企業の割合から「悪い」または 

             「やや悪い」と回答した企業の割合を差し引くことによって算出した指数。 

【全企業】 

・平成２７年９月現在の景況感ＤＩは、

６月調査（平成２７年度第１回）より

上昇（４．２０ポイント上昇）し、 

１．６０となった。 

※全企業（３２１社）の回答割合 

「３か月前と比べた現在の景気について」 

   良い・やや良い：１９．６％ 

   変わらない：６２．３％ 

   悪い・やや悪い：１８．１％ 

 

・３か月後の見通しＤＩは３．１５と更

に上昇（１．５５ポイント上昇）してい

る。 

※全企業（３２１社）の回答割合 

「３か月後の景気について」 

   良い・やや良い：２１．５％ 

   変わらない：６１．４％ 

   悪い・やや悪い：１７．１％ 

 

【業種別】 

・平成２７年９月現在の景況感ＤＩは、

製造業（－５．２５）、非製造業 

（８．５０）ともに上昇しているものの、

製造業はマイナスで推移し、非製

造業の方が高い状況が続いている。 

 

・３か月後の見通しＤＩは、製造業 

（１．００）は上昇し、非製造業 

（５．４０）は低下したものの、ともに

プラスの見通しとなっている。 

～企業の声～ 
 

・大手住宅、自動車メーカーなどへ定期的に納めていた部品にいったんストップがかかり出荷待機していた状態で

あったが、それも徐々に解除されてきている。９月になり少しずつ受注も増え始め回復傾向にある。（金属製品製造

業・９９人以下） 

 

・中国経済の影響については、経済に悪化の兆しがあっても、ある程度は織り込み済みのところであり、影響は今

までほどではないと考えている。（繊維工業・１００人～４９９人） 

 

・中国経済が悪化するも、国内シフトするメーカーが増えるに従い受注が回復している。（鉄鋼業・９９人以下） 

 

・中国経済が減速気味と言われているが、その分ベトナムやミャンマーといった東南アジア諸国の経済が上昇して

いるため、中国経済の減少分を補っている形になっている。（道路貨物運送業・９９人以下） 

 

・外国人観光客の増加から、店舗及びホテルの改装工事依頼が増えており業績に好影響。（建設業 ・5００人以上） 

 

・前回に比べ景気は良い。プレミアム商品券の恩恵あり。使用期限の10月末以降もこの好調が維持できるかやや 

心配。（小売業・50０人以上） 

※（業種 ・ 企業規模） 
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【正社員の過不足感の状況について（全企業）】

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰

単位：％

２ 従業員の過不足感について 
※正社員の過不足感ＤＩ：「不足」または「やや不足」と回答した企業の割合から「過剰」または「やや過剰」と回答した企業の割合を 
  差し引くことによって算出した指数。指数が大きくなるほど、不足感が強いことを示す。 

【全企業】 

・正社員について、 

「不足」「やや不

足」と回答した企

業は調査開始（平

成２５年６月調査）

以来初めて半数を

超え、その割合は

５３．５％と過去最

高となり、人手不

足感が強まってい

る。 

        ・正社員の過不足感ＤＩ（２９．８５）は、は２．１０ポイント上昇している。 

        ・製造業（２１．８０）は、過去最高の上昇（７．０５ポイント）となっている。 

～企業の声～ 
 

・熟練を要する仕事なので長く勤めてもらえるかが採用のポイント。若い方を一から育てていくための正社員募集

である。（印刷・同関連業・１００人～４９９人） 

 

・従来アルバイト採用後に正社員登用としていたが、若年者の応募がないため正社員求人に変更した。（化学工業・ 

９９人以下） 

 

・パートや契約社員については定着が課題となっており、早期退職が依然として多い状況であるため、優秀な人材

を正社員として登用する動きがより出てきている。（食料品製造業・ ５００人以上） 

 

・正社員がやや人手不足のため派遣社員、有期雇用社員を正社員に切り替えるべく面接を行っている。（非鉄金属製

造業・50０人以上） 

 

・新規大卒採用は飲食業の場合、大手でないと難しい。学歴問わずアルバイトの中から見極め、店長・部長面接に

より正社員登用。（飲食サービス業・１００人～４９９人） 

※（業種 ・ 企業規模） 
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採用人数を

増やす

62社
35.2%

採用人数は

変わらない

94社
53.4%

採用人数を

減らす

13社
7.4%

未定・無回答

7社
4.0%

【②採用計画について】

※採用予定あり企業

計１７６社

影響はある

89社
50.6%

影響はない

41社
23.3%

不明

44社
25.0%

無回答

2社
1.1%

【④就職・採用活動開始時期の変更に伴う影響について】

※採用予定あり企業

計１７６社

昨年以上

41社

23.3%

変わらない

70社
39.8%

昨年より減少

59社
33.5%

無回答

6社

3.4%

【③応募人数について】

※採用予定あり企業

計１７６社

採用予定あり

176社
54.8%

採用予定なし

118社
36.8%

未定

27社

8.4%

【①来年（平成２８年）３月大学等卒業予定者の採用予定について】

※計３２１社

～企業からの声～ 
 

・採用環境改善に伴い、売り手市場に変化している。学生の大手指向、採用活動時期の変更に伴い中小企業は採用

活動の長期化等の影響を受けている。本年度はインターンシップの受け入れを行った。業界、仕事内容の理解を進

めてもらうことで採用活動に活かしていきたい。（鉄鋼業・ １００～４９９人） 

 

・大手が採用人数を増やしているのもあるが人が集まらない。従来４月頃に決定していた大手の選考が未だ続いて

おり、大手の選考終了後の活動となる中小企業にとって影響が大きい。（ゴム製品製造業・１００～４９９人） 

 

・大学生の工場見学会を受け入れる等により、大学との関係強化を図っている。（食料品製造業・50０人以上） 

 

・学生の応募人数は減っているが、大企業の選考後に増えるのではと思っている。（化学工業・50０人以上） 

 

・大手企業と中小企業と並行して就職活動を行う学生が多くなっているようで、内定辞退が懸念される。（建設業・ 

１００～４９９人） 

 

・３～４月の繁忙期を避けられることはメリットではあるが、例年より予定が後ろ倒しとなったため、学生からの

入社キャンセルがあった場合の立て直しに苦慮する。（卸売業・１００～４９９人） 

３ 新規大学等卒業予定者の採用状況について 

  ・来年（平成２８年）３月の大学等（短大・高専・専修学校を含む）卒業予定者について、半数を超える（５４．８％） 

   企業が「採用予定あり」と回答しており、うち「採用人数を増やす」と回答した企業は３５．２％となっている。 

  ・「採用予定あり」と回答した企業のうち、約１／４（２３．３％） の企業が 「応募人数が昨年以上」と回答する一方、 

   約１／３（３３．５％）の企業は「応募人数が昨年より減少」と回答している。 

    また、約半数（５０．６％）の企業が「就職・採用活動開始時期の変更の影響がある」と回答している。 

※（業種 ・ 企業規模） 
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